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基準に関する条例

長野県健康福祉部介護支援課
長野市保健福祉部高齢者活躍支援課
松本市健康福祉部高齢福祉課 ページ番号

条 例 施行規則 要 綱

指定

居宅サービス

介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事

業の従業者、設備及び運営の基準に関する条

例（平成24年長野県条例第51号）

介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事

業の従業者、設備及運営の基準に関する条例

施行規則（平成25年長野県規則第22号）

長野県指定居宅サービス及び指定介護予防

サービス等の事業の従業者、設備及び運営の

基準に関する要綱(25健長介第144号)
指定

介護予防サービス

介護保険法に基づく指定介護予防サービス等

の事業の従業者、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法の基準に関する条例（平成

24年長野県条例第52号）

介護保険法に基づく指定介護予防サービス等

の事業の従業者、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法の基準に関する条例施行規

則（平成25年長野県規則第23号）

指定

介護老人福祉施設

介護保険法に基づく指定介護老人福祉施設の

従業者、設備及び運営の基準に関する条例

（平成24年長野県条例第53号）

介護保険法に基づく指定介護老人福祉施設の

従業者、設備及び運営の基準に関する条例施

行規則（平成25年長野県規則第24号）

長野県指定介護老人福祉施設の従業者、設備

及び運営の基準に関する要綱

（25健長介第145 号）

介護老人保健施設

介護老人保健施設の従業者、施設及び設備並

びに運営の基準に関する条例（平成24年長野

県条例第55号）

介護老人保健施設の従業者、施設及び設備並

びに運営の基準に関する条例施行規則（平成

25年長野県規則第25号）

長野県介護老人保健施設の従業者、施設及び

設備並びに運営の基準に関する要綱（25健長

介第147号）

養護老人ホーム
養護老人ホームの設備及び運営の基準に関す

る条例（平成24年長野県条例第56号）

養護老人ホームの設備及び運営の基準に関す

る条例施行規則（平成25年長野県規則第26

号）

長野県養護老人ホームの設備及び運営の基準

に関する要綱（25健長介第148号）

特別養護老人ホーム
特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に

関する条例（平成24年長野県条例第57号）

特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に

関する条例施行規則（平成25年長野県規則第

27号）

長野県特別養護老人ホームの設備及び運営の

基準に関する要綱（25健長介第149号）

軽費老人ホーム

軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関す

る条例の一部改正（平成24長野県条例第58

号）

軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関す

る条例施行規則（平成25年長野県規則第28

号）

長野県軽費老人ホームの設備及び運営の基準

に関する要綱（25健長介第150号）

介護医療院

介護医療院の従業者、施設及び設備並びに運

営の基準に関する条例（平成30年長野県条例

第16号）

介護医療院の従業者、施設及び設備並びに運

営の基準に関する条例施行規則（平成30年長

野県規則第18号）

介護医療院の従業者、施設及び設備並びに運

営の基準に関する要綱（30介第124号）

〇掲載先（長野県公式HP）
https://www.pref.nagano.lg.jp/kaigo-shien/kenko/koureisha/kaigo/jorei270401.html
※地域密着型サービス、居宅介護支援等については市町村の定める条例による 3
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特定施設入居者生活介護とは

長野県健康福祉部介護支援課
長野市保健福祉部高齢者活躍支援課
松本市健康福祉部高齢福祉課 ページ番号

○特定施設入居者生活介護とは、特定施設に入居している要介護者を対象として行われる、日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話の
ことであり、介護保険の対象となる。

○特定施設の対象となる施設は、有料老人ホーム・養護老人ホーム・軽費老人ホーム（ケアハウス）、サービス付き高齢者向け住宅（有料
老人ホームに該当するもの）。

○特定施設入居者生活介護は、介護専用型（入居者が要介護者とその配偶者、その他厚生労働省令で定 める者に限られている。なお、利用
者が 29 人以下の介護専用型特定施設は地域密着型特定施設となる。）と、上記以外の混合型に分けられる。

○また、特定施設入居者生活介護は以下の通り、特定施設の事業者自らが介護を行う「一般型」と特定施設の事業者はケアプラン作成等の
マネジメント業務を行い、介護を委託する「外部サービス利用型」に分けられる。

【根拠法：介護保険法第8条第11項】

社保審－介護給付費分科会第179回（R2.7.8）資料７P.3より引用
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人員に関する基準

ページ番号

指定特定施設入居者生活介護
指定特定施設入居者生活介護と指定介護予防特定施設入居者生活介護が

一体的に運営されている場合

生活相談員
・常勤換算方法で利用者100人に対し１以上
・１人以上は常勤

・常勤換算方法で、利用者と介護予防サービスの利用者の総数が100人に対し１
以上
・１人以上は常勤

介護職員・
看護職員

合計数：常勤換算方法で利用者の数３人に対し１以上
※生産性向上に取り組む施設においては、利用者の数３人に対し
0.9以上（取組みの詳細は別スライドのとおり）

合計数：常勤換算方法で、利用者数及び介護予防サービスの利用者１人を0.3人
として得た数の合計数が３人に対し１以上
※生産性向上に取り組む施設においては、利用者の数３人に対し0.9以上（取組
みの詳細は別スライドのとおり）

主として指定特定施設入居者生活介護の提供に当たる

主として、指定特定施設入居者生活介護と指定介護予防特定施設入居者生活介護
の提供に当たるものとし、看護職員および介護職員のうちそれぞれ１人以上は常
勤（介護予防のみを提供する場合は、介護職員と看護職員のうちいずれか１人が
常勤）

看護職
員の数

(1)次の①と②の合計
①利用者数30人まで＝常勤換算方法で１
②利用者数30人超の部分＝常勤換算方法で50：１
（例 30人超え80人までの場合は２）
(2)1人以上は常勤

看護職
員の数

次の①と②の合計
①総利用者数30人まで＝常勤換算方法で１
②総利用者数30人超の部分＝常勤換算方法で50：１
（例 30人超え80人までの場合は２）

介護職
員の数

・常に１以上
・1人以上は常勤

介護職
員の数

・常に１以上（介護予防サービスのみを提供する場合の宿直時間帯は除
く）

機能訓練
指導員

・１以上
・要資格（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師またはきゅう師の資格を有する者（は
り師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練
指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）
・当該特定施設における他の職務に従事できる

計画作成
担当者

・介護支援専門員
・専従で１以上（利用者100人に対し１を標準）
・利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施設における他の職
務に従事できる

・介護支援専門員
・専従で１以上（利用者及び介護予防サービスの利用者100人に対し１を標準）
・利用者及び介護予防サービスの利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施
設における他の職務に従事できる

管理者
・専従
・管理上支障がない場合は、当該特定施設における他の職務に従事し、又は同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の職務に従事する
ことができる

特定施設入居者生活介護（一般型） 〇利用者：指定特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者
〇介護予防サービスの利用者：指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者
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人員に関する基準

ページ番号

指定特定施設入居者生活介護
指定特定施設入居者生活介護と指定介護予防特定施設入居者生活介護が

一体的に運営されている場合

生活相談員

・常勤換算方法で利用者100人に対し１以上
・１人以上は常勤専従
・利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施設における他の職
務に従事できる

・常勤換算方法で、利用者と介護予防サービスの利用者の総数が100人に対し１
以上
・１人以上は常勤専従
・利用者及び介護予防サービスの利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施
設における他の職務に従事できる

介護職員 常勤換算方法で利用者数10人に対し１以上
常勤換算方法で、利用者数及び介護予防サービスの利用者１人を「３分の１」人
とした数の合計数が、10人に対し１以上

計画作成
担当者

・介護支援専門員
・専従で１以上（利用者100人に対し１を標準）
・１人以上は常勤
・利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施設における他の職
務に従事できる

・介護支援専門員
・専従で１以上（利用者100人に対し１を標準）
・１人以上は常勤
・利用者及び介護予防サービスの利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施
設における他の職務に従事できる

管理者
・専従
・管理上支障がない場合は、当該特定施設における他の職務に従事し、又は同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の職務に従事する
ことができる

特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型） 〇利用者：指定特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者
〇介護予防サービスの利用者：指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者

〇宿直時間帯を除き、常に１以上の指定特定施設の従業者を確保すること。
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運営に関する基準①

長野県健康福祉部介護支援課
長野市保健福祉部高齢者活躍支援課
松本市健康福祉部高齢福祉課 ページ番号

項目 内容 内容のポイント

（1）
内容・手続きの説明
および契約の締結等

あらかじめ入所申込者・患者または家族に、運営規程の概要等、サービスの選択
に関係する重要事項を文書で説明、同意を得て、提供を開始する。

入居者の権利を不当に狭めるような契約解除の条件を定めることはできない

適切な介護の提供のため利用者を介護居室・一時介護室に移し介護を行う場合は、
移る際の利用者の意思確認等の適切な手続を契約に明記する

（2） 提供の開始等

正当な理由なくサービス提供を拒んだり、入居者が特定施設入居者生活介護に代
えて他の事業者が提供するサービスを利用することを妨げたりしてはならない

入院治療を要する等サービス提供が困難な場合は、病院・診療所の紹介等を行う。

提供に当たっては利用者の心身の状況・置かれている環境等の把握に努める

（3） サービス提供の記録
提供した具体的なサービスの内容等を記録し、開始年月日・施設の名称・終了年
月日を、被保険者証に記載する

（4）
特定施設サービス計
画の作成

管理者は、計画作成担当者に計画の作成業務を担当させる

計画作成担当者は、①計画作成に当たり、利用者の能力・環境等を適切に評価し
て問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営めるよう支援する上での
課題を把握する、②利用者・家族の希望と把握した課題にもとづき、他の従業者
と協議の上、目標・達成時期・サービス内容等を盛り込んだ原案を作成し、利用
者・家族に説明して、文書により利用者の同意を得て交付する、③計画作成後も、
他の従業者と継続的に連絡を行い、実施状況・課題を把握し、必要に応じて計画
を変更する

(5) 介護

心身の状況に応じ、自立支援と日常生活の充実に資するよう適切な技術により、
①自ら入浴が困難な利用者について、１週間に２回以上適切な方法により入浴さ
せ、または清しきを行う、②心身の状況に応じ、適切な方法により排せつの自立
について必要な援助を行う、③食事・離床・着替え・整容等の日常生活上の世話
を適切に行う

(6) 口腔衛生の管理
利用者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、
口腔衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的
に行わなければならない

令和９年３月31日まで努力義務

（7） 機能訓練 心身の状況等に応じて日常生活に必要な機能の改善・維持のための訓練を行う

特定施設入居者生活介護の運営基準

9



運営に関する基準②

長野県健康福祉部介護支援課
長野市保健福祉部高齢者活躍支援課
松本市健康福祉部高齢福祉課 ページ番号

項目 内容 内容のポイント

(8) 緊急時等の対応
サービス提供時に利用者に病状の急変した場合などに、速やかに主治医や協力医療機
関への連絡等必要な措置を講じる

（9） 運営規程

①事業の目的・運営の方針、②従業者の職種・員数・職務内容、③入居定員・居室数、
④サービスの内容・利用料等の費用額、⑤介護居室・一時介護室に移る場合の条件・
手続、⑥施設の利用に当たっての留意事項、⑦緊急時等の対応方法、⑧非常災害対策、
⑨虐待の防止のための措置に関する事項⑩その他運営に関する重要事項について、規
程を定めておく

⑨虐待の防止に係る措置は令和６
年４月１日より義務化。

（10） 勤務体制の確保等

事業者は当該特定施設の従業者によってサービスを提供するが、業務の管理・指揮命
令を確実に行うことができる場合は、委託により他の事業者に行わせることができる
（この場合、当該事業者の業務実施状況を定期的に確認し、その結果を記録する）

認知症介護基礎研修を受講させる
ために必要な措置は、令和６年４
月１日より義務化。

事業者は、従業者の資質向上のため研修の機会を確保する

看護師等を除く従業者に、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じ
る

セクハラ・パワハラを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じる

(11) 業務継続計画の策定等

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、業務継続計画を策定し当該計画に従
い必要な措置を講じなければならない

業務継続計画の策定等は、令和６
年４月１日より義務化。

事業者は、従業者に対し業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓
練を定期的に実施しなければならない

事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更
を行うものとする

（12） 非常災害対策

非常災害に関する具体的計画を立て、関係機関への通報・連携体制を整備し、それら
を定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難・救出等の訓練を行う

訓練に当たり、地域住民の参加が得られるよう連携に努める

（13） 衛生管理等

事業者は、施設・食器等の設備・飲用水の衛生的管理に努め、または衛生上必要な措
置を講じる

感染症の予防及びまん延の防止の
ための措置は、令和６年４月１日
より義務化。

事業者は、事業所において感染症が発生し、またはまん延しないように、次のような
措置を講じる
①感染症の予防およびまん延の防止のための対策を検討する委員会を６月に１回以上
開催、②感染症の予防およびまん延の防止のための指針を整備、③感染症の予防およ
びまん延の防止のための研修と訓練を定期的に実施
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項目 内容 内容のポイント

（14） 掲示

事業者は、施設内の見やすい場所に、運営規程の概要、勤務の体制、その他の利用
用申込者のサービス選択に資する重要事項を掲示しなければならない

重要事項のウェブサイトへの掲載
は令和７年４月１日より適用。

事業者は、重要事項を記載した書面を当該事業所に備え付け、かつ、これをいつで
も関係者に自由に閲覧させることにより、掲示に代えることができる

事業者は、原則として重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない

(15) 協力医療機関等

入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなけ
ればならない

協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め
るように努めなければならない
①利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制
を、常時確保していること
②事業者から診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保してい
ること

事業者は、1年に１回以上、協力医療機関との間で利用者の病状が急変した場合等の
対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を知事に届出なければならない

事業者は、感染症法第６条第17項に規定する第二種協定指定医療機関である病院又
は診療所との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければ
ならない

事業者は、協力医療機関が、第二種協定指定医療機関である場合、当該医療機関と
の間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。

事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の
病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び事業所に速やかに入居さ
せることができるように努めなければならない。

事業者は、あらかじめ協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない
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項目 内容 内容のポイント

(16) 苦情処理

利用者・家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情受付窓口を設置する等の必
要な措置を講じなければならず、苦情を受け付けた場合は苦情の内容等を記録しなければな
らない。

市町村からの文書等の物件の提出・提示のもとめや質問・照会に応じ、市町村・国保連が行
う調査に協力するとともに、市町村・国保連から指導または助言をうけた場合は、必要な改
善を行う

市町村・国保連からもとめられた場合には、その改善の内容を報告する

（17）

利用者の安全並びに
介護サービスの質の
確保及び職員の負担
軽減に資する方策を
検討するための委員
会の設置

業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るた
め、入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す
るための委員会（テレビ電話装置を活用して行うことができる）を定期的に開催しなければ
ならない

当該委員会の設置は令和９年
３月31日まで努力義務

（18） 事故発生時の対応

サービスの提供により入所者に事故が発生した場合、市町村・家族等に連絡し、必要な措置
を講じる

事業者は、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない

事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠
償を速やかに行わなければならない。

(19) 虐待の防止
事業者は虐待の防止のために次の必要な措置を講じる
①定期的な委員会の開催 ②指針の整備 ③研修を定期的（年２回以上、新規採用時）に実
施する ④担当者の配置

虐待の防止に係る措置は令和
６年４月１日より義務化

（20） 記録の整備

従業者・設備・備品・会計に関する諸記録を整備する
利用者に対するサービス提供に関しては、①特定施設サービス計画、②具体的なサービス内
容等の記録、③身体的拘束等の態様・時間、利用者の心身の状況・緊急やむを得ない理由の
記録、④委託を行う場合の実施状況の確認結果等の記録⑤市町村への通知の記録、⑥苦情の
内容等の記録、⑦事故の状況・採った処置の記録等を整備し、完結の日から２年間保存する
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受講報告について

●提出方法

• 「ながの電子申請サービス（長野県）」より受講確認票を申請してください。

●注意事項

• 同一事業所で複数のサービスを行っている事業所はサービス種別毎に報告をお願い

します。（例：訪問介護及び通所介護事業所を運営している場合、訪問介護、通所介護それぞれのサービ

ス種別毎で受講報告をお願いします。）

• 休止中の事業所は回答不要です。

• 長野市及び松本市所在の事業所は、各市へ受講確認を報告してください。

★受講確認票の提出締切日は令和７年１月31日（金）です。

（締切日以降は受付できなくなります。）

「説明動画の視聴＋資料の閲覧」→ 受講確認票の提出 → 出席となります。

長野県への受講報告はこちらの

QRコードから申請が可能です
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